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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次
第66期
第１四半期
累計期間

第67期
第１四半期
累計期間

第66期

会計期間

自　平成22年
　　10月１日
至　平成22年
　　12月31日

自　平成23年
　　10月１日
至　平成23年
　　12月31日

自　平成22年
　　10月１日
至　平成23年
　　９月30日

売上高 (千円) 6,923,4337,216,11141,106,857

経常利益又は経常損失(△) (千円) △542,334△286,100 320,654

四半期(当期)純損失(△) (千円) △352,640△423,387△337,518

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 1,083,5001,083,5001,083,500

発行済株式総数 (株) 8,701,2288,701,2288,701,228

純資産額 (千円) 5,737,2005,047,1045,523,490

総資産額 (千円) 23,834,91921,451,01224,177,227

１株当たり四半期(当期)純損失(△) (円) △41.41 △53.85 △39.87

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 12.00

自己資本比率 (％) 24.07 23.53 22.85

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．売上高に消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

また、第66期第１四半期累計期間、第66期、第67期第１四半期累計期間については１株当たり四半期(当期)純損失

が計上されているため記載しておりません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、損益等からみて重要性の乏しい関連会社のみであるため記載し

ておりません。

　

２ 【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等また

は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　
(1)経営成績の分析

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響から持直しの動きが見られる一方

で、欧州の政府債務危機が金融資本市場に影響を与えていることや、長引く円高、株価低迷の長期化などに

より企業業績の悪化が懸念され、先行き不透明な状況で推移いたしました。

　このような環境のなか、当社は経営方針に基づく中長期経営戦略を的確に実践するとともに、首都圏、関

西圏を中心に業績の拡大を図り、各地方店所においてはそれぞれの地域の特性にあった得意ビジネスの拡

販に取組んでまいりました。

　当第１四半期累計期間の業績につきまして、主たる事業基盤でありますネットワークにおいては、電力供

給の制約による節電対策などが、当社の省エネ関連ビジネスであるＬＥＤ照明器具の販売に貢献したこと

や、金融業向けＩＰテレフォニーシステム等の設備更新などにより前年同四半期に比べ売上高は拡大いた

しました。ソリューションにおいては、公共関連ビジネスや運輸業向けシステム開発などが順調に推移い

たしました。一方、ＯＡ機器においては、パソコンのロット販売などが減少したことから前年同四半期に比

べ売上高は低調に推移いたしました。サポートサービスにおいてはストックビジネスの拡大を目指し、ソ

フトウェア保守としてのヘルプデスクサービス、運用支援サービスなど扶桑ＬＣＭサービスの拡販につと

めてまいりました。

　この結果、当第１四半期累計期間の業績は四半期業績の特性もあり、受注高9,781百万円(前年同四半期比

107.5％)、売上高7,216百万円(前年同四半期比104.2％)となりました。利益につきましては、原価率の低減

および販売管理費の削減につとめてまいりましたが、営業損失296百万円(前年同四半期営業損失541百万

円)、経常損失286百万円(前年同四半期経常損失542百万円)となりました。四半期純損失は法人税率の変更

による影響で423百万円(前年同四半期純損失352百万円)となりました。

　
当第１四半期累計期間の部門別売上高は、通信機器部門3,379百万円(前年同四半期比121.4％)、電子機

器部門1,254百万円(前年同四半期比104.3％)、ＯＡ機器部門859百万円(前年同四半期比71.2％)、保守部門

1,723百万円(前年同四半期比99.6％)となりました。　

　
(2)財政状態の分析

当第１四半期会計期間末の総資産は、21,451百万円となり前事業年度末に比べ2,726百万円の減少とな

りました。主な減少理由といたしましては、売掛金が3,225百万円減少したことなどによるものです。

　負債につきましては、16,403百万円となり前事業年度末に比べ2,249百万円の減少となりました。主な減

少理由といたしましては、買掛金が2,052百万円減少したことなどによるものです。

　純資産につきましては、5,047百万円となり前事業年度末に比べ476百万円の減少となりました。主な減少

理由といたしましては、四半期純損失の計上等による利益剰余金の減少によるものです。

　
(3)事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において新たに発生した事業上および財務上の対処すべき課題はありません。

　
(4)研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,701,228 8,701,228
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は、1,000株
であります。

計 8,701,228 8,701,228 ― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年10月１日～
平成23年12月31日

― 8,701,228 ― 1,083,500 ― 1,076,468

　
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

　
① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　838,000

―
権利内容に何ら限定のない、当社に
おける標準となる形式

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,736,000
7,736 同上

単元未満株式
普通株式

127,228
― 同上

発行済株式総数 8,701,228― ―

総株主の議決権 ― 7,736 ―

(注)　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式857株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
扶桑電通株式会社

東京都中央区築地
５丁目４番18号

838,000 ― 838,000 9.63

計 ― 838,000 ― 838,000 9.63

(注)　当第１四半期会計期間末日現在における当社所有の自己株式数は、838,857株であります。

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成23年10月１日から

平成23年12月31日まで)及び第１四半期累計期間(平成23年10月１日から平成23年12月31日まで)に係る四

半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成23年９月30日)

当第１四半期会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,428,552 1,793,410

受取手形及び売掛金 9,168,110 ※２
 6,077,313

有価証券 159,780 158,589

商品 92,469 79,822

仕掛品 1,271,356 2,500,131

繰延税金資産 409,789 583,602

その他 459,986 455,651

貸倒引当金 △32,441 △26,593

流動資産合計 13,957,603 11,621,929

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,156,229 1,160,290

減価償却累計額 △680,423 △688,529

建物及び構築物（純額） 475,806 471,761

土地 189,993 189,993

その他 1,616,439 1,627,691

減価償却累計額 △602,778 △640,890

その他（純額） 1,013,661 986,801

有形固定資産合計 1,679,461 1,648,555

無形固定資産

ソフトウエア 45,109 47,460

その他 22,131 22,131

無形固定資産合計 67,241 69,591

投資その他の資産

投資有価証券 4,585,991 4,563,856

リース投資資産 604,784 605,269

差入保証金 429,853 422,867

繰延税金資産 2,811,862 2,477,236

その他 77,722 77,660

貸倒引当金 △37,293 △35,953

投資その他の資産合計 8,472,921 8,110,936

固定資産合計 10,219,623 9,829,083

資産合計 24,177,227 21,451,012
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(単位：千円)

前事業年度
(平成23年９月30日)

当第１四半期会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 8,176,307 6,123,547

短期借入金 500,000 300,000

未払法人税等 60,796 19,293

前受金 268,596 275,704

賞与引当金 823,796 381,037

その他 1,215,385 1,379,577

流動負債合計 11,044,883 8,479,160

固定負債

長期借入金 － 500,000

退職給付引当金 6,009,087 5,856,331

役員退職慰労引当金 73,886 73,886

リース債務 1,484,513 1,454,532

その他 41,366 39,997

固定負債合計 7,608,853 7,924,747

負債合計 18,653,736 16,403,908

純資産の部

株主資本

資本金 1,083,500 1,083,500

資本剰余金 1,076,468 1,076,468

利益剰余金 4,102,508 3,631,946

自己株式 △288,575 △288,575

株主資本合計 5,973,901 5,503,339

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △450,410 △456,235

評価・換算差額等合計 △450,410 △456,235

純資産合計 5,523,490 5,047,104

負債純資産合計 24,177,227 21,451,012
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(2)【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期累計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

当第１四半期累計期間
(自 平成23年10月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 ※
 6,923,433

※
 7,216,111

売上原価 5,840,254 5,913,964

売上総利益 1,083,178 1,302,146

販売費及び一般管理費 1,624,304 1,598,426

営業損失（△） △541,125 △296,280

営業外収益

受取利息 495 289

受取配当金 9,247 4,804

仕入割引 3,664 2,796

貸倒引当金戻入額 － 5,918

その他 9,804 10,626

営業外収益合計 23,210 24,435

営業外費用

支払利息 12,337 11,752

投資有価証券評価損 6,370 1,190

賃貸原価 1,481 －

その他 4,231 1,312

営業外費用合計 24,420 14,255

経常損失（△） △542,334 △286,100

特別利益

投資有価証券売却益 2,850 10

貸倒引当金戻入額 7,453 －

ゴルフ会員権売却益 － 3,400

特別利益合計 10,303 3,410

特別損失

投資有価証券評価損 779 24,050

固定資産除却損 469 73

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 25,313 －

特別損失合計 26,563 24,123

税引前四半期純損失（△） △558,594 △306,814

法人税、住民税及び事業税 13,628 12,250

法人税等調整額 △219,581 104,323

法人税等合計 △205,953 116,573

四半期純損失（△） △352,640 △423,387
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期会計期間(自 平成23年10月１日　至 平成23年12月31日)

該当事項はありません。

　
【追加情報】

当第１四半期累計期間
(自  平成23年10月１日  至  平成23年12月31日)

１ (会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用)

当第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

２ (法人税率の変更等による影響）

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」(平成23年

法律第114号)及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措

置法」(平成23年法律第117号)が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から

法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延

税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.70％から、平成24年10月１日に開始する事業年度から平成

26年10月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については38.01%に、平成27年10月１日に開始

する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については35.64%となります。この税率変更により繰延税金資

産が266,098千円減少し、その他有価証券評価差額金(借方)が35,869千円、法人税等調整額が230,229千円増加し

ております。
 

　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

１　保証債務

　
前事業年度

(平成23年９月30日)
当第１四半期会計期間
(平成23年12月31日)

　(1)従業員の借入に対する保証 　 　
　被保証者
　種類
　金額

 

　  　　　　　　　従業員
　  　　　　　　連帯保証
　　　　　　  　 600千円
 

　　　　　　　　　　従業員
　　　　　　　　　連帯保証
　　　　　　　　 　382千円

※２ 四半期末日満期手形の処理

四半期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を持って決済処理しております。従って、当

四半期末日が金融機関の休日であったため、次の四半期末日満期手形が四半期末残高に含まれており

ます。

　
前事業年度

(平成23年９月30日)
当第１四半期会計期間
(平成23年12月31日)

　受取手形 　　　　　 ― 千円 　　　　　 　 　37,504千円

　

(四半期損益計算書関係)

※売上高の季節的変動

前第１四半期累計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)及び当第１四半期累計期間(自　平成

23年10月１日　至　平成23年12月31日)

システム導入および更新時期が、お客様の決算期である３月、９月に集中する傾向にあるため、売上高は

第２四半期、第４四半期に集中、増加する特性があります。
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累

計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

　
前第１四半期累計期間
(自　平成22年10月１日 
  至　平成22年12月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成23年10月１日 
  至　平成23年12月31日)

減価償却費 49,538千円 53,358千円

　

(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年12月21日
定時株主総会

普通株式 51,096 6 平成22年９月30日 平成22年12月22日 利益剰余金

　

２　株主資本の著しい変動

　　該当事項はありません。

　

当第１四半期累計期間(自  平成23年10月１日  至  平成23年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年12月20日
定時株主総会

普通株式 47,174 6 平成23年９月30日 平成23年12月21日 利益剰余金

　

２　株主資本の著しい変動

　　該当事項はありません。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)及び当第１四半期累計期間(自　平成

23年10月１日　至　平成23年12月31日)

当社は、通信機器・電子機器・ＯＡ機器の販売および施工、システムソフト開発、並びにこれらに関連す

るサポートサービスの単一事業を営んでいるため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

項目
前第１四半期累計期間
(自　平成22年10月１日 
  至　平成22年12月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成23年10月１日 
  至　平成23年12月31日)

　１株当たり四半期純損失金額(△) △41円41銭 △53円85銭

　（算定上の基礎） 　 　

　四半期純損失金額(△)　(千円) △352,640 △423,387

　普通株主に帰属しない金額　(千円) ― ―

　普通株式に係る四半期純損失金額(△)　(千円) △352,640 △423,387

　普通株式の期中平均株式数　(株) 8,515,951 7,862,371

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また潜在　　株

式が存在しないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

 該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成24年２月９日

扶 桑 電 通 株 式 会 社

　       取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士    山    田    　    努    印

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士    大    竹    貴    也    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている扶桑電通株

式会社の平成23年10月１日から平成24年９月30日までの第67期事業年度の第１四半期会計期間(平成23年10月１日

から平成23年12月31日まで)及び第１四半期累計期間(平成23年10月１日から平成23年12月31日まで)に係る四半期

財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施され

る質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、扶桑電通株式会社の平成23年12月31日現在の財政状態及び同日を

もって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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